
土壌汚染対策法フロー図
【平成31年4月1日施行】

調査報告義務

（第３条第１項）

（第５条第１項）
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土壌汚染による健康被害が
生ずるおそれあり

有害物質使用特定施設
に係る工場又は事業場
の廃止

届出の土地

が汚染され

ているおそ

れあり

自主調査
申請

（第１４条第１項）

県知事が、申請に係る調査が公正に、
かつ、第３条第１項の環境省令で定
める方法により行われた方法である
と認めるとき

（第４条第１項） （第４条第３項）

指定

（第１１条第１項）

指定

（第１４条第３項）

指定の解除（第６条第４項、第１１条第２項）

汚染の除去の実施

○特定有害物質によって汚染されており、当

該汚染による人の健康に係る被害を防止する

ための措置を講ずることが必要な区域

①要措置区域

・土地の土壌の特定有害物質

による汚染状態が環境省令

で定める基準に不適合

・土壌の特定有害物質による

汚染により人の健康に係る

被害が生じ、又は生じるお

それあり

摂取経路の遮断等
が行われた場合

○特定有害物質によって汚染され
ており、当該土地の形質の変更を
しようとする際に届出をしなけれ
ばならない区域

・土地の土壌の特定有害物質に
よる汚染状態が環境省令で定
める基準に不適合

②形質変更時要届出区域

届出義務

①現に有害物質使用特定施

設が設置されている工場等

における900㎡以上の土地

の形質の変更

②有害物質使用特定施設が

廃止された工場等であって

法第３条第１項本文の調査

報告が行われていない土地

並びに同項ただし書きの確

認を受けられていない土地

における900㎡以上の土地

の形質の変更

③上記以外の土地：3,000㎡
以上の土地の形質の変更

ただし書きの規定
による調査猶予中
の土地：900㎡以上
の土地の形質の変

更

（第３条第１項ただし書）

申請

細枠については現行どおり
赤枠内下線部は、平成31年4月1日改正法施行により新たに追加された項目

※

届出義務

（第３条第７項）
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